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第１章　計画の策定にあたって
１　計画の背景
日本の総人口は、人口動態調査によると平成１８年には増加傾向が一旦止まり、その後平成２２年以降は本格的な人口減少過程に入っています。「下野市人口ビジョン」は、今後の市の人口について、ゆるやかな減少傾向と高齢化率の上昇を予測しています。また、市の核家族世帯数や単独世帯数も増加が続いており、特に高齢者の単独世帯数は、平成27年の国勢調査において前回調査から上昇しました。
こうした状況のもと、市では、将来像である「幸せ実感都市」の実現に向け、「第二次下野市総合計画」を平成28年３月に策定しました。その施策大綱の目標１は「保健福祉」に置かれ、全ての市民が健康で安心して暮らすことのできるまちづくりを通じて、市民の幸福感が高まることを目指しています。また、「下野市教育大綱」の策定を踏まえた「下野市教育振興計画」も「第二次下野市総合計画」と同時に策定され、平成27年度から開始されている「子育て応援　しもつけっ子プラン」と合わせ、市の将来を担う次世代を含む、心豊かな人づくりのための布石としています。更に、社会福祉協議会においては、公的な福祉サービスでは補うことのできないきめ細かな地域住民による支え合いの仕組として、市内のコミュニティ推進協議会を中心とした地区社会福祉協議会（地区社協）の組織化も開始され、地域における福祉活動の充実が図られようとしています。
本市においても地域の課題は多く様々ですが、市の将来像を見据えた総合計画を基本に、その福祉分野を支える個別計画として、また、市民が安心して生活を送るために必要な福祉施策推進のために、本計画の策定を行うものです。
２　地域福祉計画、地域福祉活動計画とは
誰もが住み慣れた地域で、安心した暮らしを続けられるようにするために、市民と福祉関係の事業者・団体と行政とが力を合わせて地域社会の福祉課題の解決に取組んでいます。そのような取組みを具体的な形にまとめたものが、市町村が作成する「地域福祉計画」といい、また、社会福祉協議会を中心に、地域の市民や福祉関係者が協働して作成ものが「地域福祉活動計画」です。
生活課題の解決の仕方としては、自分の力で自発的に生活課題の解決を図る「自助」、友人や隣り近所、ボランティアや社会福祉協議会等が地域の中でお互いが解決し合う「互助」、介護保険に代表される社会保険制度及びサービスである「共助」、そして行政や公的機関の福祉サービスでの解決「公助」があります。生活課題を中心として、地域福祉計画と地域福祉活動計画、「自助」「互助」「共助」「公助」の関係は、以下の図で表すことができます。
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地域福祉計画は、社会福祉法第107条に「市町村地域福祉計画」として規定されています。
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社会福祉法（平成26年6月改正）より抜粋
（市町村地域福祉計画）
第107条　市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福祉に関する活動を行う者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。
１　地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項
２　地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項
３　地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項
市町村社会福祉協議会は、社会福祉法第109条で規定され「市町村地域福祉活動計画」を中心となって策定し、地域福祉の推進を図ることを目的とする民間の団体です。
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社会福祉法（平成26年6月改正）より抜粋
（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会）
第109条　市町村社会福祉協議会は、一又は同一都道府県内の二以上の市町村の区域内において次に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であって、その区域内における社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、指定都市にあってはその区域内における地区社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が、指定都市以外の市及び町村にあってはその区域内における社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする。
１　社会福祉を目的とする事業の企画及び実施
２　社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助
３　社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成

４　前三号に掲げる事業のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業
地域福祉計画では、市町村における地域福祉に関する全体的な仕組が総合的にまとめ、地域福祉活動計画では、地域福祉計画によって定められた仕組に従って、地域福祉の具体的な施策が個々に記述されます。
３　計画の位置づけ
「第2期下野市地域福祉計画及び地域福祉活動計画」は、市の総合計画を上位計画とし、その目指す将来像を地域福祉の面から支える個別計画である「地域福祉計画」と、社会福祉協議会が中心となって策定する「地域福祉活動計画」を一体化したものです。
この一体化により、次のような効果があり、計画の推進に大きなメリットがあります。
○取組ごとに、支える仕組（行政の取組）と、仕組のもとで実施される事業（社会福祉協議会の取組）が併記されるため、相互の補完関係を直接的に確認しながら、より効果的な事業の設定と推進が可能になること。
○事業評価の段階において、得られた結果の要因分析を、事業の視点と仕組の視点の双方からきめ細かに行え、事業改善に向けた情報が豊富に得られること。
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また、今回の計画は、少子高齢化の進展や度重なる自然災害の発生、経済の低迷等の社会情勢の変化を背景に、厚生労働省から発出された以下の通知も踏まえて策定されています。
· 平成19年「要援護者の支援方策について市町村地域福祉計画に盛り込む事項」（厚生労働省社会・援護局　社援発第0810001号）
· 平成22年「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の策定及び見直し等について」（同　社援地発0813第1号）
· 平成26年「生活困窮者自立支援方策について市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画に盛り込む事項」（同　社援発0327第13号）
４　計画の期間
本計画の期間は、平成29年度から33年度までの5年間とします。この期間に社会情勢や市の状況、関係法制度等に著しい変化があった場合には、必要に応じて見直しを行います。
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５　計画の策定方法

計画策定にあたっては、市民の意見を反映させるために、市民アンケート調査、住民懇談会、団体ヒアリング、パブリック・コメントを実施し、計画策定のための基礎調査資料としました。
また、「第２期下野市地域福祉計画及び活動計画策定委員会」並びに「第２期下野市地域福祉計画及び活動計画策定庁内検討部会」を設置し計画策定の各段階で審議を重ねました。
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ふれあいふくし運動会の開催 B 継

ふれあいサロンの充実 C 継

出会いふれあいサービス事業の実施 B 継

花まつり招待事業の開催 C 継

ふくしフェスタの開催 B 継

親子ふれあい事業の開催 B 継

障がい児者交流事業の開催 C 継

三世代交流事業の実施 C 継

既存施設を活用した拠点づくり 地区社協の整備を図るための拠点づくり C 継

地域を支え、育むコミュティづくり 地区社協を主軸とした地域コミュニティとの連携 C 継

支え合いネットワークの構築 登下校時における子どもたちの見守り活動 C 継

ひとり暮らし高齢者の見守り活動 B 継

生きがいづくり 市老人クラブ連合会の加入促進 C 継

高齢者サロン事業の支援 D 廃

障がい者スポーツ教室の実施 B 継

健康づくり 地域住民への健康講座の実施 B 継

一般向け筋力トレーニング事業の実施 B 継

市老人クラブ連合会を対象とした健康づくり事業 B 継

バリアフリー 福祉マップの作成 B 継

外出支援サービス（移送サービス事業） C 継

手話講習会の開催 C 継

点字・音訳等による情報提供と育成 C 継

防犯・防災体制の充実 災害ボランティアマニュアルの作成 B 継

災害ボランティア養成講座の開催 B 継

安否確認システムの活用 B 継

福祉サービスの充実 介護保険事業（居宅・訪問・通所介護）の実施 B 継

障害者総合支援法（居宅介護等）事業の実施 B 継

日常生活自立支援事業における相談の実施 B 継

福祉バスの運行 C 継

手押し車の購入助成 B 継

就労継続支援Ｂ型事業の実施 B 継

福祉タクシー事業（福祉タクシー事業の実施） B 継

福祉用具等の貸出し事業 C 継

相談・情報提供体制の充実 心配ごと相談所の開設 B 継

無料法律相談事業の実施 B 継

地域包括支援センター事業の実施 B 継

生活福祉資金貸付事業 C 継

ボランティアセンターにおける相談・情報提供 C 継

社協だより・市広報紙・ホームページによる情報発信 B 継

小口資金貸付事業 C 継

福祉・人権教育の推進 ふくし移動講座の開催 B 継

福祉活動助成事業（小・中・高等学校） C 継

安全帽子の給付事業（小学校新入生） C 継

地域リーダーの育成 ボランティアリーダー育成の各種講座の開催 C 継

ボランティアとボランティアコーディネート機能の充実 ボランティアセンターにおけるコーディネート機能の充実 C 継

ボランティア活動保険の加入促進 C 継

ボランティア連絡協議会への支援 C 継

連携・協力体制の強化 関係機関との連携による地域福祉の向上 C 継
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するためのしく
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２
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まちづくり

ふれあい交流の促進


第２章　地域福祉をめぐる下野市の現状と課題
１　統計から見る市の現状
（１）人口や世帯等の状況

[image: image8.emf]第１期地域福祉計画

基本目標 施策・事業 事業名
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ふれあい交流の促進 地域ふれあいサロン事業 B 継

公民館の管理運営 B 継

生涯学習情報センターの管理運営 B 継

ふれあい館・ゆうゆう館・きらら館の管理運営 B 継

コミュニティ推進協議会の支援 B 継

自治会公民館建設費補助 C 継

支え合いネットワークの構築　※追加事業 下野市見守りネットワーク B 継

シルバー人材センター管理運営支援 B 継

老人クラブ活動の支援 C 継

スポーツを楽しむ機会の提供 B 継

健康づくり、健康診査、がん検診の推進 B 継

バリアフリーの推進 自治医大駅バリアフリー整備事業 B 継

生活環境の充実 廃棄物監視員の設置 B 継

自主防災組織の育成強化 B 継

災害時要援護者の支援体制整備 B 継

安否確認システム貸与事業 B 継

防犯灯の整備 B 継

交通指導員の配置 B 継

スクールガードへの支援 B 継

福祉サービスの充実　※追加事業 福祉タクシー（福祉タクシー事業の委託） B 継

保健・医療・福祉の連携体制の強化　※追加事業 地域医療の体制強化 B 継

地域包括支援センターの運営 B 継

地域情報化の推進 B 見

障がい者相談支援センターの運営 B 継

福祉・人権教育の推進 人権擁護委員の設置と支援 C 継

広報・啓発活動　※追加事業 広報紙、ホームページを活用した情報提供 C 継

セカンドステージ支援事業 B 継

しもつけまちづくり市民大学 B 継

ボランティアとボランティアコーディネーター機能の強化 ボランティア及びボランティアコーディネーターの育成 B 継

連携・協力体制の強化　※追加事業 関係機関との連携による地域福祉の向上 C 継

多様な活動主体の周知・ＰＲ　※追加事業 ふくしフェスタの開催 B 継

地域リーダーの育成

３

地域福祉を推進

するためのしく

みづくり

防犯・防災体制の充実

相談・情報提供体制の充実

生きがいづくり

健康づくり

２

安全・安心な暮

らしやすいまち

づくり

既存施設を活用した拠点づくり

地域を支え、育むコミュニティづくり

１

ふれあい、支え

合い、助け合い

の輪が広がる地

域づくり


（２）子どもをめぐる状況
[image: image9.emf]第2期

総合計画

2011

H23

2012

H24

2013

H25

2014

H26

2015

H27

2016

H28

2017

H29

2018

H30

2019

H31

2020

H32

第6期

第２期

前期基本計画

第1期

地域福祉計画

第1期 地域福祉活動計画

第1次

第4期

第5期

高齢者保健福祉計画

第3期

障がい者福祉計画

子育て応援しもつけっ子プラン

男女共同参画プラン

2021

H33

健康しもつけ21プラン

第3期 栃木県地域福祉支援計画

第2次

後期


（３）高齢者の状況
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（４）障がいのある方の状況
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（５）外国人の状況
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（６）生活保護世帯の状況
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（７）地域活動の状況
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２　アンケート調査から見る市民意識の現状
（１）調査の概要
本調査は、下野市に在住の18歳以上の市民2,000人を対象として行いました。実施概要及び回収結果は以下のとおりです。
調査対象者数
	区　　分
	調査対象者数
	調査対象

	18歳以上の男女
	2,000人
	年代別無作為抽出


実施概要
	項　目
	詳　細

	調査対象地域
	下野市全域

	調査形式
	アンケート調査

	配布・回収方法
	郵送配布・回収

	調査時期
	平成28年8月


回収結果
	区　　分
	調査票配布数
	有効回収数
	有効回収率

	18以上の男女
	2,000
	832
	41.6%



（２）調査結果の概要
●福祉に関心がある人が76％います。
福祉について関心があるかでは、「ある程度関心がある」、「とても関心がある」を合わせると76％の方が福祉に関心があると回答しています。
●地域への愛着が「大いにある」「ある程度ある」人が63.7％います。
「地域」の範囲では、33.4％の方が「自治会」と回答していますが、年代別で見ると10～20歳代では「下野市全域」が最も多くなっています。
また、今住んでいる地域に愛着があるかでは、「ある程度ある」「大いにある」と合わせると63.7％の方が愛着があると回答しています。
●普段の隣り近所との付き合いは、「立ち話」や「あいさつ」程度が62.6％です。

普段隣り近所の人とどの程度の付き合いをされているかでは、「会えばあいさつをかわす程度」が37.4％で最も多く、「たまに立ち話をする程度」が25.2％で続きます。

年代別で見ると、年代の高まりとともに「常日頃から、家族ぐるみの付き合いがある」といった深い関係への回答が高くなる傾向です。
●地域の問題点で最も多いのは、「緊急時の対応体制がわからない」です。ほぼ4割の人は、「防犯や防災など地域の安全を守ること」を、地域住民が取り組むべきことと考えています。
住んでいる地域の中での問題点や不足していると思うものでは、「緊急時の対応体制がわからない」が28.2％で最も多く、「世代間の交流が少ない」が23.6％、「隣り近所との交流が少ない」が21.9％となっています。
地域住民が取り組むべき課題や問題では、「防犯や防災など地域の安全を守ること」が39.1％で最も多く、「高齢者の社会参加や生きがいづくり」、「高齢者世帯の生活支援」、「共働き家庭の子育て支援」も20％台で続いています。
●日常生活で起こる問題の解決は「できるだけ住民同士で」が45.8％です。
ただし、前回調査結果の47.7％からはやや低下しており、「地域のことに熱心な人たちが考えてくれるので、その人たちにまかせておきたい」が、前回の7.3％から10.3％へ増加しています。
●地域福祉計画も地域福祉活動計画も知っている人は10％前後です。

「下野市地域福祉計画」を知らない人は63.0％、「下野市地域福祉活動計画」を知らない人は67.2％です。
●地域活動やボランティア活動に取り組んだことのない人は46.3％ですが、今後地域活動やボランティア活動に、機会があれば取り組んでもよいと考えている人は49％います。
取り組んでいる地域活動やボランティア活動としては、「自治会の活動」が51.9％で最も多くなっています。

今後の取組の意向を年代別で見ると、10～70歳代まで「機会があれば、取り組んでもよい」が最多となっています。
保有する専門的知識や技能別にボランティアへの参加意向を見ると、「積極的に取り組んでいきたい」と回答した人は「学習指導」や「スポーツ指導」の知識・技能を持っている人に多く、「できるだけ取り組んでいきたい」と回答した人では、「農業・園芸」の知識・技能を持っている人、「機会があれば取り組んでもよい」と回答した人では、「介護・看護」の知識・技能を持っている人が最も多くなっていました。
●福祉サービスについては、市役所の窓口や広報紙により情報を入手している人が最も多く71.8％となっています。
福祉サービスに関する情報源では、「市役所の窓口や広報紙」が71.8％と多く、「インターネット」は25.0％、「隣り近所の人・知人・友人」は23.2％です。その他では、新聞・ラジオ、居宅介護支援事業所や社会福祉協議会などから情報を入手しています。
情報の入手ができていない理由では「どこで信頼できる情報を得たらよいかわからない」が68.4％となっています。

●成年後見制度、生活困窮者自立支援制度とも、認知度は低い状況にあります。
成年後見制度では22.4％、生活困窮者自立支援制度では36.9％の人が「言葉も聞いたことがないし、制度も全く知らない」と回答しています。
●市の保健福祉施策（サービス）については、充実していると感じる人が増えています。
下野市の保健福祉施策（サービス）について感じていることでは、「まあまあ充実している」、「とても充実している」を合わせると62.4％の方が充実していると感じており、この割合は前回調査結果53.1％から大きく上昇しています。
●市の保健福祉施策をより充実していくために重要と考える施策では、「気軽に相談できる場の充実」「健康や福祉についての情報提供の充実」「子育て環境の充実」「交通の利便性の確保」が多く望まれています。
年代別で見ると、20～30歳代で「安心して子どもを生み育てられる子育て環境を充実させる」が多く、「隣り近所など、周囲の理解と協力による見守りなどの支援を行う」は、年代とともに高まる傾向が見られます。

地区別で見ると、南河内中学校区は「交通の利便性の確保を進める」、南河内第二中学校区は「健康や福祉についての情報提供を充実させる」、石橋中学校区と国分寺中学校区は「人が集まり、気軽に相談できる場を充実させる」と違いを見せています。
●地域との関わりの中で考える『幸福』としては、具体的なものではなく、安心感や日ごろの関係をあげた人が多くいます。
「地域」との関わりの中での『幸福』とはどういうものかでは、「いざという時は、支えられるという安心感があること」が59.5％で最も多く、次いで「地域の人と日常的にあいさつする関係があること」が50.4％と、安心感や日頃の関係に「幸福」を感じる人が多い結果です。
これらから、市民の地域への愛着意識や日常生活上の「互助」意識がややうすれていること、市民は「防犯や防災などから地域をまもること」を暮らしの安心のために最も大きな地域の課題と考えていること、福祉の制度についての市民の認知度は必ずしも高くないことが明らかとなりました。そのため、第２期地域福祉計画及び地域福祉活動計画の策定にあたっては、以下の点に力を入れることが必要となります。

３　住民懇談会から見る現状
市民の方に地域福祉や地域福祉計画、地域福祉活動計画について理解を深めていただくとともに、地域における福祉課題を把握し、「第2期下野市地域福祉計画及び地域福祉活動計画」策定に向け、基礎となる資料を得ることを目的としてワークショップ形式の住民懇談会を実施しました。
【日程・テーマ】
全3回開催。各回のテーマと狙いは以下のとおりです。
各回とも、下野市保健福祉センターゆうゆう館で実施しました。
	
	開 催 日 時
	テーマ
	狙　い

	第1回
	9月17日（土）
午前9時30分～正午
	地域の良い点と課題について話し合いましょう。
	改めて地域を見つめ、その良い点・改善したい点に関し思い思いにご意見を頂いたのち、それらを整理することで、地域の課題について、クリアなイメージを持っていただくこと。

	第2回
	9月24日（土）
午前9時30分～正午
	地域の課題に対して私たちが取り組めることを話し合いましょう。
	第1回で整理された内容を素材として、その課題の解決の仕方について、「地域福祉」の考え方を踏まえて検討していただくこと。

	第3回
	10月2日（日）
午前9時30分～正午
	私たちのできる取組と、地域福祉計画・活動計画の関係を考えてみましょう。
	第2回で検討された課題解決の内容を、「下野市地域福祉計画」、「下野市地域福祉活動計画」の事業・施策と関連付けながら検討していただき、計画についての理解を深めていただくこと。


【結果のまとめ】
懇談会の結果から、第２期計画の施策につながる方向性が以下のとおり見えました。
■「地域づくり」に関して
① 子ども、高齢者、障がい者も含めた世代間交流の推進
地域のつながりが薄れてきているという多くのご意見から、世代を越えて誰もが参加できるような行事などを増やすという方向性が示されました。
② 世代間交流を契機とした地域住民の把握

自治会には、市民のことは全てわかるところから、集合住宅や転出入が頻繁で、隣りの顔が見えないところまであり、地域の特性や住民のライフスタイルに配慮して交流機会を広げ、市民の把握につなげる方策が求められます。
■「まちづくり」に関して
① 市民の知識や経験をまちづくりに活かす取組の推進
高齢者など、多くの知識や豊かな経験をもつ人材の潜在力をまちづくりに活かし、生きがいの実感にもつながる、地域に合った取組を検討していく必要があります。
② 地域で災害に備えるための話し合いや避難訓練の実施

万一に備えたまちづくりが求められており、地域での避難訓練や災害についての懇談会等の実施、自主防災組織の立ち上げも必要とされました。
行政へは、災害に備え、地域住民が主体的に、かつ、迅速に行動ができるよう情報提供することが求められました。
■「しくみづくり」に関して
① 福祉人材の育成につながるボランティア講座の実施
地域における支え合い活動の推進には、地域リーダーやボランティアの役割が重要であり、そうした人材の育成や確保に課題があるため、地域が一体となって人材育成に取組むとともに、「互助」としても様々な支援策を講じることが求められています。
４　団体ヒアリングから見る現状
「第2期下野市地域福祉計画及び地域福祉活動計画」策定のための基礎資料を得るために、市内介護保険施設、障がい者福祉施設、児童福祉施設等の社会福祉事業者及び福祉推進実践者を対象に現在の課題や施策等の状況を把握し、今後の改善に向けた提案等についてヒアリングによる調査を実施しました。
【日程・調査の内容】
調査は平成28年10月に実施し、以下の内容についてうかがいました。
	項　目
	主な調査内容

	団体等について
	団体名、活動期間、人数、活動の圏域、活動の目的、活動の対象
活動の内容、連携している団体

	団体等の活動について
	悩んでいる問題点・課題等、連携を図る上での課題
感じている地域の福祉課題、今後新たに取組みたい活動
今後連携したいと考える団体と取組みたいこと

	ご意見・ご要望について
	下野市社会福祉協議会や市へのご意見・ご要望・ご提案等
その他のご意見


【結果のまとめ】
団体の課題や地域の福祉課題、市や社協へのご要望やご提案から、第２期計画の施策につながる方向性が以下のとおり見えました。
■「地域づくり」に関して
① 工夫された高齢者への働きかけ
一人暮らし高齢者が増加していますが、過去につながりのなかった高齢者との向き合い方には注意が必要です。また、行事への参加を実現するポイントとして、行事会場への交通手段の確保も同時に行う必要があります。
■「まちづくり」に関して
① 防犯対策（特に空き家対策）の推進
空き家が増加しており、防犯対策が必要とされています。

② 活動拠点となる施設の充実
長期休みの際の子どもたちの居場所、重度障害者の居場所、団体活動をする際の拠点など、今後のニーズの増大を見据えた施設の充実が求められています。
■「しくみづくり」に関して
① 団体リーダーの世代交代をスムーズに行う仕組の構築、若手人材の発掘と育成
多くの団体で、会員の高齢化や後継となる若手が不足して世代交代がうまく進まない現実があります。若手の人材を発掘して計画的に育て、リーダーの世代交代を進める仕組が必要とされており、人材の発掘や育成については社会福祉協議会に期待が寄せられています。
５　第１期計画の推進状況
「下野市地域福祉計画」及び「地域福祉活動計画」（第１期計画）に盛り込まれた事業を、以下の達成度基準に従って、まず担当部門が自己評価を行い、その後に策定委員会の評価を受けました。
これからの計画づくりのため、可能な限り市民の視点を取り入れ、正確な評価に努めた結果、達成度Aの事業はなく、BとCの合計が地域福祉計画で100.0％、地域福祉活動計画で97.9％を占める結果となりました。

【地域福祉計画】


【地域福祉活動計画】
地域福祉計画では、基本目標３の事業に現状維持の施策・事業という達成度Cが多くなっており、具体的には広報・啓発活動や関係機関との連携等があります。

地域福祉活動計画では全体の47.9％が「計画策定時から継続して推進している現状維持の事業」にあたる達成度Cの評価となっています。基本目標１では、地区社協に関係する拠点づくりと地域コミュニティとの連携や三世代交流事業、見守り活動等が、また、基本目標２では生きがいづくり、バリアフリーに関係する事業で達成度Cとなっています。基本目標３では、福祉活動の助成や地域リーダー、ボランティアリーダーの育成、関係機関との連携に関する仕組づくりに関する事業が達成度Cとなりました。
次に、次期計画への反映については全体で97.4％が「継続」する事業となりました。このように大部分が「継続」となった結果を踏まえ、第２期計画の策定に反映させていきます。

【地域福祉計画】

【地域福祉活動計画】
■事業一覧



６　下野市の地域福祉をめぐる課題
下野市の統計情報やアンケート調査、住民懇談会、団体ヒアリング、第１期計画の推進状況などを踏まえ、地域福祉の観点から、市の主な課題が以下のとおり整理されました。
整理の結果は、特に仕組づくりに関する事業に多く課題があること、また、市民の「互助」意識を高める必要があること、まちづくりに関して市民は、防犯や防災への取組を重視していることなどから、第１期計画でのコンセプトに沿って課題の体系化を行っています。
（１）ふれあい、支え合い、助け合いの輪が広がる地域づくり
アンケート調査結果から、下野市内の中学校区間での市民意識の隔たりは、5年前の前回調査時よりも全般的に縮小してきていることが示されています。
住民懇談会では、集合住宅に住む人や若い人との間に、自治会への参加や交流に関する意識の違いが指摘されており、そうした人との交流をいかに広げていくかが課題となっています。
高齢者の地域での交流が減っているとの意見が懇談会では出されていることから、子どもから若者、障がい者や高齢者まで、異なる世代の人が交流できる機会の設定と、参加者を集める工夫が求められます。
地域への愛着意識と日常生活上の課題解決をできるだけ住民同士で行う「互助」の意識が5年前の調査結果よりもやや低下している現状があることから、地域での交流の機会・イベント等を契機として、互助意識の土台となる日常的な交流活動を地域に広げることが必要となっています。
（２）安全・安心な暮らしやすいまちづくり

アンケート調査結果から、地域住民が取り組むべき課題として「防犯や防災など地域の安全を守ること」との回答が最も多い一方で、地域の問題点として「緊急時の対応体制がわからない」との回答も最多となっており、安全で安心な暮らしを求める住民意識と現実が相反している状況が明らかになっています。
住民懇談会では、市民の取組として地域で災害についての話し合いや避難訓練、災害時に備えての備蓄をするなどの意見が出されましたが、行政にも、川の近くなど各地域の特性を踏まえて、防災の地域懇談会を開催し、地域特性に沿った防災知識の周知を図ることが求められています。更にアンケートでは、災害に備えて「下野市」としてのネットワークづくりを求める声もあがっています。また、増える空き家について、防犯や衛生の面から問題であると指摘がされています。
高齢者がいきいきと暮らせるまちづくりの点からは、元気な高齢者が活躍できる場の不足や行動するために必要とする公共交通機関の乏しさや利用のしづらさなどの問題があります。多くの知識や豊かな経験を持った高齢者の力をまちづくりに活かしていただくとともに、ご自身の生きがいづくりにもつながるため、解決が急がれる問題です。
（３）地域福祉を推進するためのしくみづくり
アンケート調査で市の保健福祉サービスが充実していると回答した人は62％で、前回調査の53％から大きく上昇しました。しかしながら、「自分に必要な福祉サービスの情報をほとんど入手できていない人」が35％います。また、成年後見制度や生活困窮者自立支援制度などを聞いたことがない人もそれぞれ22％、37％います。したがって、この人たちが必要とする制度の情報を適切に知り、新たにサービスの受益者となることにより、サービスに関する市民の満足度は、更に高まる可能性があります。そのためには、サービスに関する広報の仕方を、受けての目線に立って充実させることが求められます。また、市の福祉施策をより充実させるために重要な施策としては、「気軽に相談できる場の充実」や「子育て環境の充実」が、すでに述べた「交通の利便性の確保」や「健康や福祉についての情報提供の充実」とともにあげられています。子育て環境の充実は、市の将来を担う次世代の育成の観点からも重要な課題です。
地域福祉を推進するためには、地域リーダーやボランティアの役割が重要ですが、住民懇談会では、そうしたボランティアの参加者が減っているとの意見が上がっています。アンケート調査結果では、ほぼ半数の人は機会があればボランティアに取り組んでもよいと考えていることから、こうした市民の意識や意欲を活かし、地域を支える人材育成につなげるための仕組づくりが求められています。
（４）市民の「幸福感」向上をめざす
アンケート調査において、「幸福」について「いざという時は、支えられるという安心感があること」と回答した人がほぼ6割で最も多く、「地域の人と日常的にあいさつする関係があること」が5割の回答で続きました。このような幸福についての意識・考えがある反面、地域での交流が減ってきていることや、緊急時の対応に対する不安が、アンケートや住民懇談会において示されています。
市民の幸福感を高めるためには、地域づくりやまちづくりを着実に進めること、同時に地域福祉を推進するための仕組を整え、市民の「支えられる安心感」の醸成に努める必要があります。
第３章　基本理念と基本目標
１　計画の基本理念
第二次下野市総合計画においては、市の将来像を「ともに築き　未来へつなぐ　幸せ実感都市」と掲げ、その施策の展開方向として「市民の幸福感の向上」と「人や企業に選ばれる自治体」を示しました。
今や「福祉」は、住民一人ひとりの幸福実現に向けたものであることはもとより、外部の人にも注目され、自治体選択の際の目安にもなってきています。「第２期下野市地域福祉計画及び地域福祉活動計画」は、そうした市の方向性を福祉の面で支える個別計画であること、また一方で、市民の福祉への関心や地域への愛着が下がっているとの結果や、第１期計画の達成度など、第１期計画が地域福祉計画、地域福祉活動計画いずれについても、その目標達成の観点において道半ばの状況であることを踏まえ、第２期下野市地域福祉計画及び地域福祉活動計画の基本理念は、第１期計画の理念を基本としつつ、次の３案を基本に、基本理念を協議の上決定します。
（現行）思いやりの心で互いに支え合い、人にやさしいまち　下野

　　　　　※総合計画が示す市の将来像「ともに築き　未来へつなぐ　幸せ実感都市」
（案）思いやりの心で互いに支え合い、人にやさしい　幸せ実感のまち　下野
（案）思いやりの心で互いに支え合い、笑顔あふれる　幸せ実感のまち　下野
（案）思いやりの心で互いに支え合い、いきいきと暮らせる　幸せ実感のまち　下野
なお、本市が誕生してから10年が経過し、アンケート調査の結果に見られる地域間の意識差は縮小していると見られることから、地域での課題を下野市全体の課題として計画を策定します。市域全体の中で実践される小地域活動については、具体的な取組の中で記載していきます。
２　計画の基本目標
（１）ふれあい、支え合い、助け合いの輪が広がる地域づくり
こころ豊かに支え合う地域づくりを推進するために、子どもや成人、高齢者、障がいのある人ない人、地域に暮らす全ての市民がふれあい、交流できる機会の充実に努め、地域の支え合いにつながる住民同士の「絆づくり」を推進します。
（２）安全・安心な暮らしやすいまちづくり
市民が住み慣れた地域で、安心な暮らしを享受できるよう、必要な福祉サービスの充実を図るとともに、サービスに関する情報が広く市民に行き渡るよう、その提供の仕方について工夫と改善に努めます。
また、災害や犯罪に備えたまちづくりを進め、安全・安心な暮らしの実現を図ります。
（３）地域福祉を推進するためのしくみづくり
地域福祉の実践には、活動への住民参加を欠かすことはできません。ボランティア等で地域に貢献したいという市民の思いを組織化させるために、福祉情報の発信強化とともに、福祉教育や人権教育を推進し、地域福祉に関わるボランティアやリーダーの育成に努めます。
また、福祉関係団体間のネットワークの強化・充実を推進します。
（４）市民の「幸福感」向上をめざす
「生きがいがある」、「守られている」、「頼れるものがある」という実感とともに毎日を暮らせることは、市民の「幸福感」の基礎となるものです。第２期地域福祉計画及び地域福祉活動計画では、そうした実感の醸成につながる地域福祉の施策を、重点プロジェクトとして総合的・包括的に推進します。
３　計画の体系
第４章　重点プロジェクト
＜重点プロジェクトの考え方＞





『基本目標４　市民の「幸福感」向上をめざす』は、「幸せ実感都市」という市の将来像につながる目標となっています。
また、アンケート調査の「地域との関わりの中での市民が考える幸福感」についての市民意識に示された結果は、
· いざという時は、支えられているという安心感があること（まちづくり、仕組づくり）
· 地域の人と日常的にあいさつする関係があること（地域づくり）
· 地域に、困り事を相談できる人がいること（地域づくり）
· 地域に、気軽にものごとを頼み頼まれる関係があること（地域づくり）
· 日頃、見守られていると思えること（地域づくり）
· 地域に、自分が貢献できる役割があること（まちづくり）
など、基本目標１～３にまたがる施策によって実現に近づくものであることから、これらを基本目標４とするとともに、重点プロジェクトとして推進していきます。
第５章　具体的取組
基本目標１　ふれあい、支え合い、助け合いの輪が広がる地域づくり
（１）現状と課題
・「地域」を「自治会」と捉える方が33.4％で最も多くなっていますが、10～20歳代の若い世代では、「下野市全域」を地域と捉える方が最も多く、世代による違いが現れており、地域交流を考える際には世代間の意識の差も考慮する必要があります。
・今住んでいる地域に愛着があるかでは、「ある程度ある」「大いにある」と合わせると63.7％の方が愛着があると回答していますが、前回調査からはやや少なくなっています。愛着を感じる理由として最も多い「安心して住めるから」の市民意識が更に高まる地域づくりが求められます。
・住民懇談会では、地域づくりに関して、子ども、高齢者、障がい者も含めた世代間交流を推進することが必要とのご意見とともに、交流の場がない地域があること、場があっても参加者が少ないとの指摘もされています。参加対象となる人の目線に立った交流の機会づくりが重要となっています。
（２）今後の取組
①ふれあい交流の促進
　地域に住む子どもたちや障がい者、高齢者などすべての人が集うことのできる行事やイベントを企画し、参加者のふれあいと絆の醸成を促し、安心して暮らせる地域づくりを進めます。
【取組の主体と内容】　※例です。
	取組の主体
	取組

	市民
	地域の行事やイベントに積極的に参加し、交流を深めます。

	地域
	子どもや高齢者、地域住民が交流できる場を設けます。

	行政
	世代間の交流を通じた地域の活動の場づくりと地域で開催する交流活動を支援します。

	社会福祉協議会
	行事やイベントの企画・運営をけん引するリーダーの育成に努め、その運営を推進します。


【具体的な取組】
	No.
	事業名
	事業の具体的内容
	所管部署

	1
	ふれあいふくし運動会の開催
	高齢者・障がい児者・子どもたちが一緒にスポーツを楽しみ、健康維持と地域社会との親睦・交流を深めるため、国分寺地区・石橋地区・南河内地区の3会場で、老人クラブ・身体障害者福祉会・心身障がい児者父母の会・園児などが参加して運動会を開催します。
	社会福祉協議会

	２
	
	
	


【主な数値目標】
	事業名
	所管部署
	取組

	ふれあい福祉運動会の開催
	社会福祉協議会
	高齢者、障がい者、子どもたちが一緒にスポーツを楽しみ、健康増進と地域との交流を深めます。

	
	基準年平成28年
	平成
29年
	平成
30年
	平成
31年
	平成
32年
	平成
33年
	計画での到達点

	年次計画
	新規参加者の拡大
	
	
	
	
	
	地域の全ての世代と人の親睦が深まること。

	目標数値等
（参加者数）
※基準年の値は
平成27年値
	1,230名
	
	
	
	
	●●名
	


基本目標２
基本目標３
第６章　計画の推進と進捗の管理
１　地域福祉の担い手と推進体制

（１）市民

地域福祉を推進するためには、市民が地域社会の一員としての自覚を持ち、自分たちの地域について考え、手を携え、地域の行事に取り組んでいくことが第一歩となります。日頃から、あいさつや身近な交流を実践し、コミュニケーションを図り、困ったときに助け合える関係をつくっていくことが必要です。
（２）社会福祉協議会

社会福祉法により、地域福祉を推進するための中心的な役割を担う団体と位置付けられており、市や関係機関・団体と連携し、市域全体の地域福祉活動をコーディネートするとともに、地域における福祉ニーズの把握や生活課題の解決に向けた取組を推進する役割があります。
（３）地区社会福祉協議会
市内におけるコミュニティ推進協議会を中心として組織化される地区社会福祉協議会は、地域の特色を踏まえ、地域の各種団体や福祉施設、市民とともに協力し助け合いながら地域課題の解決を図る組織として期待されています。
（４）民生委員・児童委員

民生委員・児童委員は、社会奉仕の精神をもって、厚生労働大臣の委嘱を受け、常に市民の立場に立って相談に応じ必要な援助を行う者として、地域福祉の増進に努めることとされており、地域福祉の最前線で、高齢者、障がい者、母子等に対する福祉サービスの紹介や相談活動、児童虐待の発見や通報、災害時要援護者支援等、様々な活動に取り組んでいます。
また、行政等の関係機関と市民とのパイプ役や、身近な相談相手としてだけでなく、地域福祉活動推進役としても、大きな期待が寄せられています。

（５）自治会
自治会は、一定の地域に住む人たちが助け合いながら、住みやすい環境にしていくために協力して自主的な独自の取組を展開しています。
アンケート調査の結果からも、自治会を「地域」と考える市民は3割を超え最も多く、身近な小地域活動に期待が寄せられています。また、地域の見守り活動や災害時の協力体制等の地域活動においても、ますます大きな役割を担っていくことが期待されます。

（６）企業、商店等

企業や商店等は、地域社会の一員として、自らの社会的責任の一つである地域貢献のあり方を確立させるとともに、地域における福祉ニーズを営業活動に結びつけた、有償、無償のサービスを提供することが求められています。また、高齢者や障がい者等の生きがいや社会参加意欲の創出のための雇用主としても期待されています。
（７）社会福祉法人等

地域における社会福祉法人等は、その施設利用者への福祉サービスの提供とともに、地域への貢献の使命を帯びています。施設の地域交流スペースの地域への開放や、福祉避難所としての機能の役割、さらに社会福祉事業及び公益事業を行うに当たり、無料又は低額な料金で福祉サービスを提供することも責務とされています。
（８）ボランティア、NPO等

市民活動に対する市民の関心が高まり、ボランティアやNPO等の各種活動も広がりを見せています。地域に根ざした活動はもとより、広く市域を対象とした地域福祉活動の担い手としても、大きな活躍が期待されます。

（９）身体障害者福祉会、心身障がい児者父母の会、母子寡婦福祉会等
身体障害者福祉会、心身障がい児者父母の会、母子寡婦福祉会などは、関係機関や団体、行政などと連携を図りながら、当事者同士の福祉の向上のために大きな役割を果たしています。
（１０）老人クラブ、PTA、子ども会育成会等

老人クラブ、PTA、子ども会育成会等、地域の団体は、それぞれの目的の達成のために活動を展開しています。その活動は、社会貢献活動も含まれ、地域福祉の活性化に大きな活躍が期待されます。
２　計画の進捗を管理する体制
本計画の進捗管理は、第１期計画と同様に、計画の策定（P：Plan）、施策の推進（D：Do）、進捗の評価（C：Check）、見直し・改善（A：Action）という各段階を順次踏みながら計画の実効性を高めるPDCAサイクルで行います。
サイクルのポイントとなるCのステップでは、施策の実施状況を点検と必要な改善に関する協議を行い、次のAのステップにつなげていきます。

資料編
１　計画策定委員会設置要綱
２　委員名簿
３　計画策定の経緯
４　国通知関係規定

平成19年国通知関係規定　　社援発第0810001号
｢市町村地域福祉計画の策定について」（抜粋）
「要援護者の支援方策について市町村地域福祉計画に盛り込む事項」
１．要援護者の把握に関する事項
２．要援護者情報の共有に関する事項
（１）関係機関間の情報共有方法
（２）情報の更新
３．要援護者の支援に関する事項
（１）日常的な見守り活動や助け合い活動の推進方策
（２）緊急対応に備えた役割分担と連絡体制づくり

平成22年国通知関係規定　　社援地発0813第1号
｢市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の策定及び見直し等について」
（抜粋）
１．市町村地域福祉計画の策定等について
（２）市町村地域福祉計画を策定済みの市町村について
既に市町村地域福祉計画を策定済みの市町村については、当該計画の内容について、高齢者等の孤立の防止や所在不明問題を踏まえた対応に当たり有効な計画内容となっているか等について点検し、必要に応じて計画の見直しを行う等の対策を講じるよう支援・働きかけをお願いする。

平成26年国通知関係規定　　社援発0327第13号
｢生活困窮者自立支援方策について市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画に盛り込む事項」（抜粋）
１．生活困窮者自立支援方策の位置づけと地域福祉施策との連携に関する事項
２．生活困窮者の把握等に関する事項
３．生活困窮者の自立支援に関する事項
（１）生活困窮者の自立支援のための各種支援の実施
（２）生活困窮者支援を通じた地域づくり

平成27年国通知関係規定　　社援地発0327第14号
｢生活困窮者自立支援制度と地域福祉施策との連携について」（抜粋）
１．社会福祉協議会との連携
２．民生委員・児童委員活動との連携
３．寄り添い型相談支援事業（よりそいホットライン）との連携
４．地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業との連携
５　用語集
資料４





総人口、年齢３区分別人口、世帯人口、高齢化率、出生数・死亡数など





合計特殊出生率、保育園数と園児数、幼稚園数と園児数、など





世帯の状況、要介護認定者の状況





手帳保持者数・等級区分別割合の状況など





外国人登録者数・国別の状況など


　※言葉の壁や文化の違い等に起因する福祉サービスの必要性の把握のために、外国人の状況を調査します。





生活保護世帯数の推移、生活困窮者の現状など


※福祉施策の検討のために、特に支援が必要な人の状況・推移を把握します。





自治会加入率、老人クラブ数と加入率、ボランティア・NPO法人登録数、民生委員活動など





素案の段階でそれぞれグラフも追加します





市民の互助意識の高揚のため、引き続き「地域づくり」への注力すること


安全な暮らしを求める市民意識に応えるため、引き続き「まちづくり」へ注力すること


福祉サービスの情報を入手できていない人がいる一方で、市の福祉サービスを評価する人が増えている現状から、引き続き「しくみづくり」への注力と、サービスの改善と更なる充実を図ること





＜達成度基準＞


Ａ：目標を達成した施策・事業


　※実績が設定目標に到達、または超過した事業


Ｂ：目標に向けて向上した、もしくは継続している施策・事業


　　　　　　　　　　　※実績の内容に、策定時よりも改善が見られる事業


Ｃ：現状維持の施策・事業　　※計画策定時から継続して推進している事業


Ｄ：後退した、廃止した施策・事業





地域での交流が盛んになり、見守られていると思える取組





福祉サービスの充実が着実に行われ、いざという時に頼れるものがある安心感につながる取組





市民の潜在力がまちづくりに活かされ、生きがいへとつながる取組








